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研究成果の概要（和文）：　本研究では，地方財政健全化法（2007年成立）によって導入された，新しい地方財政再生
制度が地方自治体の財政を健全化させたかどうかを統計学的手法を用いて検証した。新地方財政再生制度の下で，早期
に健全化が必要と判断される早期健全化段階にある地方自治体（市町村）のうち，特に公債費負担が増加した自治体で
は，公債費や地方債残高の削減，積立金の増加，実質単年度収支の改善などの財政健全化を意図した財政運営が確認さ
れた。このように，新しい地方財政再生制度の導入によって，財政状況が悪化した自治体に財政健全化を意図した財政
運営が早期に促されたことは，地方財政再建制度改革の意義ある成果と結論づけることができる。

研究成果の概要（英文）：This study investigated whether new system of financial reconstruction of 
local　governments promoted financial soundness of local government under the Act on Assurance of Sound 
Financial Status of Local Governments that was enacted in 2007 in Japan. The empirical results suggest 
that financial soundness was especially promoted in municipalities in the Early Financial Soundness 
Restoring Stage that force to achieve financial soundness quickly, by reducing their burden of local 
bonds and improving their financial balances. The results indicate that institutional reform of financial 
reconstruction of local governments have effect of their financial soundness in the early stage.

研究分野： 地方財政学
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１．研究開始当初の背景 
2007 年度の地方財政健全化法成立から 4 年
を経った 2010 年度の地方財政の状況をみる
と，健全化判断比率が早期健全化基準を上回
った自治体数は，2007 年度決算の 43 自治体
から，わずか 5 自治体へと確実に減少し，地
方財政再生制度下での地方自治体財政の健
全化の進展が裏付けられた（図 1 参照）．そ
の一方で，2011 年度の地方財政計画上の財源
不足額は 14.2 兆円（2009 年度以降は毎年度
10 兆円以上）あり，また地方債残高の増加（都
道府県と市町村の地方債残高は，2000 年度
の 128.1 兆円から 2011 年度には 143.2 兆円
へと増加）等にみられる地方財政全体の財政
状況は悪化の一途を辿っていた。 
 

図 1 早期健全化基準を上回った市町村数 
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注：都道府県はすべて基準未満。総務省資料より作成。 
 
 
本研究は，旧財政再建制度下で申請者が行
った研究を継続発展し，新地方財政再生制度
が地方財政の健全化に寄与したかどうかに
ついて，地方財政論の立場から検証を行った。 
 
 
２．研究の目的 
新地方財政再生制度下での地方自治体の財
政運営や財政健全化効果に関する研究は，夕
張市等の地方自治体が財政破綻に陥った原
因の究明やそれらの財政健全化策等を扱っ
た事例研究が存在するのみで，包括的で定量
的な研究がなされていなかった。そのため，
本研究では，新地方財政再生制度が地方自治
体の財政運営や財政健全化に与えた効果を
定量的に分析し，新地方財政再生制度の財政
効率化効果を評価することを目的とした。 
 
 
３．研究の方法 
以下，主たる成果である雑誌論文②につい

て記載する。 
健全化判断比率（実質赤字比率，連結赤字

比率，実質公債費比率，将来負担比率）の導
入によって，新地方財政再生制度下で地方自
治体は実質赤字，公債費負担，将来負担から
財政状況を連結して把握されるようになり，

会計間操作によって財政状況を見かけ上良
く見せることはできなくなった。さらに，新
地方財政再生制度下では，健全化判断比率が
早期健全化基準や再生基準を上回った自治
体には，財政健全化の具体策を示した「財政
健全化計画」や「財政再生計画」の策定が義
務づけられた。 
そのため，早期健全化団体（健全化判断比

率が早期健全化基準を上回った自治体）や再
生団体（健全化判断比率が再生基準を上回っ
た自治体）は特に健全化判断比率の改善を重
視した財政運営を行うと期待される。表 1 は，
実際に健全化計画を策定した 22自治体の「実
施状況報告」，「財政健全化完了報告」に基づ
き，財政健全化策とその実施状況をまとめた
ものである。表 1 の通り，歳入確保策として
超過課税や徴収率の向上による税収確保，手
数料・使用料の徴収強化，地方債発行の抑制
及び資産売却，歳出削減策として人件費等の
経常的経費の削減や投資的経費の削減がそ
れぞれ実施された。また，実質公債費比率の
抑制のために公営企業会計の効率化による
特別会計への繰出金の抑制，公債費の軽減・
平準化のために地方債に対する国の補償金
免除繰上償還制度（行政改革の実施等を条件
に財政融資資金の貸付金の一部を，補償金を
免除した繰上償還が認められる。2007 年度
から 2009 年度までの 3 年間で毎年度 1,000
以上の市町村が実施し，補償金免除相当額は
7,571 億円とされる。）や県の健全化貸付金
（無利子貸付）が活用された。 

 
表 1 早期健全化団体の主な財政健全化策 

財政健全化策 
実施 

自治体数 
○税収確保 13 (59.1%) 
○使用料・手数料確保 12 (54.5%) 
○資産売却 13 (59.1%) 
○人件費の削減 18 (81.8%) 
○扶助費の削減 2 (9.1%) 
○物件費・維持補修費の削減 6 (27.3%) 
○補助費等の削減 7 (31.8%) 
○特別会計への準元利償還金繰出金， 
基準外繰出金の削減 

8 (36.4%) 

○投資的経費の削減（地方債発行抑制） 12 (54.5%) 
○繰上償還による公債費負担の軽減 22 (100%) 
・国の公的資金補償金免除繰上償還 22 (100%) 

 ・県の健全化貸付金（無利子貸付） 4 (18.2%) 
○各種公共施設に係る運営等の見直し   8 (36.4%) 

注：実施自治体数は，財政健全化策を実施した自治体数

を「健全化計画完了報告」，「実施状況報告」に基づきカ

ウントしたもので，（ ）内は 22 自治体の実施率。 
 
 
新地方財政再生制度下で，財政状況が悪化

した自治体ほど積極的に財政健全化を意図
した財政運営を実施するという仮説を立て，
地方自治体間の歳入・歳出行動に有意な差が
存在するかどうかを回帰分析によって検証
した。 
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被説明変数には，早期健全化基準を上回っ
た自治体が報告した「財政健全化計画」や「健
全化完了報告」等に基づき，歳入，歳出，資
産・負債及び財政収支から 21 変数を選択し
た（表 1 には早期健全化団体と再生団体の主
な財政健全化策のみをまとめた）。 
主な説明変数には，表 2 の通り，財政状況

が悪化した自治体のダミー変数を用いた。具
体的には，「早期健全化予備団体」，「早期健
全化団体」及び「再生団体」の 3 段階に区分
し，さらに悪化した健全化判断比率別に，「早
期健全化予備団体」は実質赤字団体，連結赤
字団体及び実質公債費比率が 18％以上 25％
未満となった起債許可団体の 3グループ，「早
期健全化団体」は実質赤字比率，連結赤字比
率，実質公債費比率及び将来負担比率がそれ
ぞれ早期健全化基準を上回った自治体の 4グ
ループ，「再生団体」は再生基準を上回った 1
グループに分類した。 

 
表 2  財政状況が悪化した自治体の区分 
段 階 グループ 

早期健全化予備団体 
実質赤字団体 
連結赤字団体  (3) 
起債許可団体 

早期健全化団体 

実質赤字比率 
連結赤字比率   (4) 
実質公債費比率  
将来負担比率 

再生団体                (1) 
 
 
分析には2008年度から2012年度までの市

町村パネルデータを用いた。2000 年代は市
町村合併が進み，市町村数が大きく変動した
ため，分析に用いた市町村は 2011 年度時点
の 1,727 自治体を基準とした。市町村合併に
ついては，最大で 3 度合併した市町村が存在
するため，それぞれの合併時からの経過年数
を変数として，合併による規模の経済性を考
慮した。 
また，財政運営への社会経済的，政策的影

響を制御するために，リーマンショック後の
景気後退や三位一体の改革（交付税改革）の
反動，政権交代による政策変更等の市町村財
政全体への影響を時間効果ダミーを用いて
制御した。岩手県，宮城県，福島県の被災 3
県の市町村には震災後の影響を考慮するた
めに，2011 年度と 2012 年度を１，それ以外
の年度を 0 とするダミー変数を用いた。 
 
 
４．研究成果 
 
(1) 雑誌論文②の研究成果 
実証分析によって明らかになった，新地方

財政再生制度下での地方自治体間の歳入・歳
出行動を整理すると以下のとおりである。 
① 歳入確保 
市町村民税の増収効果が，連結赤字団体と

起債許可団体で確認された一方で，早期健全
化団体が財政健全化を完了させた後は，市町
村民税の減収が認められた。国庫支出金は起
債許可団体と早期健全化団体（実質公債費比
率）で有意に増加 しており，公債費負担で
財政が硬直化した自治体では，国庫支出金の
獲得に積極的であった可能性が示唆された。
特別交付税は早期健全化団体（実質公債費比
率）と再生団体で有意に増加したが，病院特
例債や三セク債の発行自治体とは有意な関
係が確認されなかった。財政健全化策として，
実施率が高かった資産売却や使用料・手数料
は増収効果が確認されなかった。これらは財
政状況に関係なく実施されたことが影響し
たと推察される。 
 
② 歳出削減 
 経常的経費では，扶助費や物件費・維持管
理費が増加するなど，「健全化計画」や「実
施状況報告」の通りには歳出削減効果が確認
されなかった。しかし，実施率が高かった人
件費は実質赤字団体，早期健全化団体（実質
赤字比率）で有意に減少した。積立金は起債
許可団体と早期健全化団体（実質公債費比
率）でそれぞれ標準財政規模の 6.5%程度と
11%程度有意に増加し，公債費は同じく起債
許可団体と早期健全化団体（実質公債費比
率）で有意に減少した。また，財政健全化後
に歳出が有意に増加するという全般的な傾
向は，人件費の一部の推定結果を除いて確認
されなかった。  
 
③ 資産・負債・財政収支 
資産では，財政調整基金と減債基金は共に，

自治体間で有意な差が確認されなかった。負
債では，地方債残高は公債費と連動しており，
起債許可団体と早期健全化団体（実質公債費
比率）で有意に減少した。  
単年度収支は早期健全化団体（実質赤字比

率）で有意に改善し，実質収支の改善を意図
した財政運営を行ったことが確認された。実
質単年度収支は起債許可団体，早期健全化団
体（実質公債費比率）及び繰上償還を実施し
た自治体で有意に改善した。さらにこれらの
早期健全化団体は一般の協議団体となった
後も実質単年度収支を有意に改善させた。 
 
④ 分析結果をまとめ 
主な分析結果をまとめると以下の通りであ
る。 
第 1 に，「財政健全化計画」等で示された財
政健全化策が有意な差をもたらすほどに実
施されたとはいえないが，早期健全化予備団
体と早期健全化団体では，財政健全化を意図
した財政運営の実施が確認された。特に，実
質公債費比率が悪化した自治体では，繰上償
還を通じた公債費や地方債残高の抑制 ，積
立金の増加，実質単年度収支の改善が確認さ
れた。また，実質赤字を抱えた自治体では，
人件費や繰出金の削減，単年度収支の改善が



認められた。 
それぞれの自治体が悪化に直面する健全化
判断比率によって，財政健全化策に違いが認
められたのは，実質収支の悪化に直面した自
治体は，歳出削減を通じて実質収支の改善を
意図した財政運営を行い，また公債費負担の
増加に直面した自治体は，（実質単年度収支
の改善に繋がる）積立金や繰上償還を通じて
ストック面での財政健全化を意図した財政
運営を行った結果と解釈できる。 
第 2 に，財政健全化後の自治体の財政運営
を検証した結果，有意に歳出が増加したり，
財政収支が悪化したりする全般的な傾向は
他の自治体と比較して確認されなかった。 
本稿の分析から，新地方財政再生制度は早

期健全化予備団体や早期健全化団体の財政
健全化に対して一定の効果をもったと結論
づけることができる。夕張市の再生期間が長
期間にわたって設定されているように再生
団体の財政健全化は一朝一夕には進まない。
したがって，早期健全化予備団体や早期健全
化団体の段階で，自治体に財政健全化を意図
した財政運営が促されたことは新地方財政
再生制度の意義ある成果といえる。 
その一方で，公的資金補償金免除繰上償還

は，早期健全化基準を上回ったことがある 46
自治体のうち，44 自治体で実施されるなど，
公的資金補償金免除繰上償還，病院特例債や
三セク債の発行などの国や都道府県の財政
支援策が健全化に作用しており，公債費負担
や将来負担等の削減は国の財政悪化の上に
成り立ったものとも解釈できる。 
 
(2) 雑誌論文①の研究成果 
本研究の前半は，新地方財政再生制度導入

後の地方財政健全化の全体的傾向を捉える
ことと，個別自治体を対象としたケーススタ
ディを中心に行った（詳細は雑誌論文①）。
個別自治体の財政状況をケーススタディと
して，新潟県下の主要都市を対象とし，2 度
の大震災の影響と市町村合併の影響を考慮
しつつ定量分析を行った。具体的には，決算
収支，財政構造の硬直化，債務負担，健全化
判断比率の財政指標を用いて，財政状況と財
政運営の状況を定量的に把握した。2 度の震
災を経験した新潟県下の主要都市をみると，
健全化比率では財政状況の改善傾向を示す
ものの，債務負担の増大や財政構造の硬直化
が進んだことが明らかになった。 
さらに，最終年度の後半では，雑誌論文②
の研究成果を踏まえ，地方政府の公共サービ
ス供給の効率性に関する経済学的研究に基
づき，地方財政健全化法施行前後の地方自治
体（市町村）の公共サービス供給に関する確
率的フロンティア費用関数と地方自治体の
費用非効率性を推定することによって，地方
財政健全化法施行後に公共サービス供給の
費用効率性が改善したかどうかを検証した。
この研究成果は，平成 27 年 5 月の日本地方
財政学会において報告する予定である。 
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